第Ⅲ講座　第３課題
公務員給与制度の変遷
Ⅰ．戦前・戦後の国公俸給表構造の改正経過

１．第２次世界大戦前から直後の公務員給与

（１）戦前

　　　　公務員は天皇の官吏として位置づけられ、官吏の給与は高等官官等俸給令、判任官俸給例などの勅令により定められ、決定は天皇の大権に属する。
　　＜参考－戦前の公務員制度＞


○　世界大百科事典内の高等官官等俸給令の言及

	【高等官】より

…1885年内閣制度の創設に伴って、翌年の高等官官等俸給令及び判任官官等俸給令の制定により、官吏は高等官と判任官とに大別され、高等官は勅任官と奏任官とに分けられ、勅任官の中に親任官が設けられた。さらに92年制定の高等官官等俸給令により、親任官以外の高等官が9等分され、親任官･一等官･二等官が勅任官，三等官から九等官までが奏任官と定められた。…

【勅任官】より

…1869年(明治2)7月太政官達で勅授官、奏授官、判授官に区分し、のちに勅任官、奏任官、判任官と改称した。86年高等官官等俸給令制定により、高等官は勅任官(次官、局長級)と奏任官(課長級以下)に分けられ、勅任官の中に親任官(内閣総理大臣、国務大臣、枢密院正副議長、枢密顧問官、内大臣、宮内大臣、特命全権大使、陸海軍大将、大審院長、検事総長、会計検査院長など)が設けられた。93年文官任用令の制定によって、奏任官、判任官は文官高等試験(高文)の合格者から任用されるようになったが、勅任官には適用されず、自由任用とされた。…


（２）第２次世界大戦直後
　　　①　1945年11月　「官吏制度改正ニ関スル件」－官吏俸給令
　　　　　官名の統一、高等官・判任官の区分撤廃、俸給制度の統一
　　　　　「俸給制度は、原則として官または等級に関係なくなるべく単一の俸給制度とする」

　※　官吏の俸給を一本化し、年俸または月給で定められていた俸給額を月額に統一
　　　・官吏の俸給　　　１号俸800円～30号俸50円
　　　・臨時家族手当　　扶養家族１人につき20円

　　　・勤続手当　　　　勤続５年以上の者に支給（官吏月額45円、雇員以下は月額32円以内）

　　　・臨時物価手当　　本俸の６割（50円以上100円以内）
　　　・臨時手当　　　　これらの合計額に以下の割合を乗じた額

　　　　　　　　　　　　甲地（六大都市等）　　３割以上10割以下

　　　　　　　　　　　　乙地（甲地以外の市等）2.4割以上8割以下　

　　　　　　　　　　　　丙地（その他）　　　　1.8割以上6割以下
	注）六大都市

1922年（大正11年）の「六大都市行政監督ニ関スル法律」で定められた、東京府東京市、神奈川県横浜市、愛知県名古屋市、京都府京都市、大阪府大阪市、兵庫県神戸市の６つの市のことで、当時の人口上位６都市。


　　　　②　1946年７月　「官庁職員給与制度改正実施要綱」
本俸の増額－官吏１号俸300円～30号俸2,000円、給与水準を600円ベースとしたが、1947年１月1,200円、5月1,600円、9月1,800円ベースへ

臨時家族手当と臨時勤務地手当のみを支給（他は本俸に繰り入れ）
吏員以外についても、「雇傭人等給与支給準則」を制定
　※　1947年（昭和22年）５月新憲法制定、９月労働基準法の施行、12月に「労働基準法等の施行に伴う政府職員に係る給与の応急措置に関する法律」が施行され、政府職員の給与について、労働基準法を下回るものは、基準に達するまで引き上げることとなり、超過勤務手当、深夜手当、宿直手当等の準則が定められ、公務員についても給与は勤務に対する報酬であるとの考え方が示される。
２．1948年（昭和23年）15級制への見直し
　　　1948年3月　「政府職員の俸給等に関する法律」－暫定支給
　　　　　　 5月「政府職員の新給与実施に関する法律」（新給与実施法）１月遡及
（１）「給与は勤労に対する対価であり、その額は勤労の質と量に応ずべきもの」とした考え方に基づいて、「その職務の複雑、困難、および責任の度、勤労の強度、勤労時間、勤労環境その他の勤労に関する条件に基づいたもので無ければならない」と定めて、職務に応ずる給与の原則を確立した。
（２）「職員の職務を15級に分類」し、基準となるべき標準的な職務の内容は、「職務による級別分類の基準」として定められた。
（３）1950年（昭和25年）４月　一般職の職員の給与に関する法律の制定
（４）1951年（昭和26年）１月　「枠外昇給」制度の採用
（５）1952年（昭和27年）１月　特別昇給制度の発足
（６）一般職俸給表のほか税務、警察、鉄道、船員の５種の俸給表。1953年（昭和28年）に教育職俸給表の新設（大学・高校・中小）など。
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３．1957年（昭和32年）８等級制へ
（１）行政職俸給表から研究職や医療職、技能労務職などの俸給表を分離し、７種14表へ。最終的に行政職（一）（二）、税務職、公安職（一）（二）、海事職（一）（二）、教育職（一）（二）（三）、研究職、医療職（一）（二）（三）が設けられた。1962年（昭和37年）に国立高等専門学校の新設に伴い教育職（四）が新設。
（２）15級の職務の級を原則として7等級制に再編（後に特1等級の新設で８等級制へ）
（３）通し号俸制の廃止と俸給の調整額の新設
（４）1960年（昭和35年）昇給を12月に統一（それまで各等級の上位号俸は15、18、21月が存在した）
（６）1964年（昭和39年）指定職俸給表の新設
（７）1970年（昭和45年）56歳以上の職員の昇給期間の延伸、58歳停止
（８）1980年（昭和55年）56歳以上の職員の昇給停止
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４．1985年（昭和60年）11級制
（１）職務の複雑・専門家、職務段階の分化などに対応して８等級制を11級制へ
　　※２等級、４等級、５等級を分割して、新２等級、新４等級、新５等級を新設
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＜等級構成と級別標準職務について＞
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	8等級
	7等級
	6等級
	5等級・新5等級
	4等級・新4等級
	3等級
	2等級・新2等級
	1等級

	級別標準職務
	係員
	1.出先機関の係長

2.一般係員（相高）
	1.本省、管区機関の係長

2.府県機関の係長

3.出先機関の課長、係長（困）

4.出張所の長
	1.本省の係長（困）

2.管区機関の課長補佐、係長（困）

3.府県機関の課長、係長（特困）

4.出先機関の課長（困）

5.出張所の長
	1.本省の課長補佐

2.管区機関の課長

3.府県機関の長、部長、課長（困）

4.出先機関の長
	1.本省の課長

2.管区機関の部長

3.府県機関の長（困）
	1.本省の局長、局次長、部長

2.委員会の長

3.管区機関の長
	1.事務次官

2.外局の長

	11級制
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	６級
	７級
	８級
	９級
	10級
	11級

	級別標準職務
	係員
	係員（相高）
	1.主任

2.係員（特高）
	1.係長

2.主任（困）

3.専門官
	1.本省、管区機関の係長（相困）

2.府県機関の係長（困）

3.出先機関の課長、係長（困）
	1.本省の係長（困）

2.管区機関の課長補佐、係長（困）

3.府県機関の係長（特困）

4.出先機関課長（困）
	1.本省の課長補佐

2.管区機関の課長補佐（困）

3.府県機関の課長（相困）

4.出先機関の長（相困）、課長（特困）
	1.本省の課長補佐（困）

2.管区機関の課長補佐（相困）

3.府県機関の長、課長（困）

4.出先機関の長（困）
	1.本省の室長

2.管区機関の課長（特困）

3.府県機関の長（特困）
	1.本省の課長、室長（困）

2.管区機関の部長（重）

3.府県機関の長（特困）
	1.本省の部長、課長（特重）

2.管区機関の長、部長（特重）


　※　相高－相当高度の知識、経験を必要とする、特高－特に高度の知識、経験を必要とする、困－困難な業務を処理（分掌、所掌）する、相困－相当困難な業務を処理（分掌、所掌）する、特困－特に困難な業務を処理（分掌、所掌）する、重－重要な業務を所掌する、特重－特に重要な業務を所掌する

（２）専門行政職俸給表の新設（航空管制官・特許審査官など）
（３）1990年（平成2年）初任給基準の改正
（４）1992年（平成4年）昇格制度の改善
（５）1996年（平成8年）教育職・研究職などの号俸の間引き
（６）1999年（平成11年）昇給停止年齢を55歳に引き下げ
（７）2000年（平成12年）福祉職俸給表の新設
（８）2001年（平成13年）再任用制度の施行

Ⅱ．2006年給与構造改革の概要と課題－地域給の導入
（１）11級制以降の給与制度上の課題と背景

①　経済成長に伴う給与水準の上昇を受けて、年功的な処遇が行われてきた結果、民間では管理職員層の給与水準と一般従業員層の給与水準の重なりは少なくなる傾向にあり、1996年（平成8年）からは、早期立ち上がり型へ昇給カーブを修正し、成績主義を反映した給与システム、地域・生活関連手当の在り方、高齢社会への対応を踏まえた昇給制度などについて検討が進められ、俸給表の改定は、職務・職責と世代間別給与に着目して行われてきた。
②　しかし、2000年（平成12年）以降は俸給表の改定がないか、マイナス改定を行うなど、以前のようにベースアップを利用して配分の見直しを行うことができなくなってきた。そして、特に官が民より高い傾向にある地域における公務員給与水準に対する批判が強まってきた。
（２）2005年の制度改正のポイント
①　全国を７つのブロックに分けて、ブロックごとの官民較差を出して、全国の較差と比較した場合約５％の較差が生じたことから、俸給表の水準を平均4.8％引き下げて、低位号俸は水準を維持し、高位号俸は最大７％程度水準を引き下げて、全体的にフラット化させた給与カーブを構成。
②　一方で民賃の高い地域の国家公務員に対しては、地域手当を３％～12％措置されていたものを３%～18％まで拡大。
③　昇給号俸は四分割して、標準を４号俸昇給とし、成績良好者は６号俸・８号俸昇給、成績不良者は２号俸・０号俸の昇給区分を設ける査定昇給制度の導入と勤勉手当の成績率の拡大。結果として勤務実績を給与へ反映させる仕組みの構築。
④　１１級制を１２級に増設し、１・２級と４・５級を統合し１０級制へ変更するとともに枠外昇給制度を廃止する。
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＜等級構成と級別標準職務について＞
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	３級
	４級
	５級
	６級
	７級
	８級
	９級
	10級
	11級
	

	級別標準職務
	係員
	係員（相高）
	1.主任

2.係員（特高）
	1.係長

2.主任（困）

3.専門官
	1.本省、管区機関の係長（相困）

2.府県機関の係長（困）

3.出先機関の課長、係長（困）
	1.本省の係長（困）

2.管区機関の課長補佐、係長（困）

3.府県機関の係長（特困）

4.出先機関課長（困）
	1.本省の課長補佐

2.管区機関の課長補佐（困）

3.府県機関の課長（相困）

4.出先機関の長（相困）、課長（特困）
	1.本省の課長補佐（困）

2.管区機関の課長補佐（相困）

3.府県機関の長、課長（困）

4.出先機関の長（困）
	1.本省の室長

2.管区機関の課長（特困）

3.府県機関の長（特困）
	1.本省の課長、室長（困）

2.管区機関の部長（重）

3.府県機関の長（特困）
	1.本省の部長、課長（特重）

2.管区機関の長、部長（特重）
	

	地域給
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	６級
	７級
	８級
	９級
	10級

	級別標準職務
	係員
	1.主任
	1.係長、主任(困)

2.出先機関の係長(相困)、主任(困)

3.専門官
	1.本省の係長(困) 
2.管区機関の課長補佐、係長(困)

3.府県機関の係長（特困）
4.出先機関課長
	1.本省の課長補佐
2.管区機関の課長補佐（困）
3.府県機関の課長
4.出先機関の長、課長（困）
	1.本省の課長補佐（困）
2.管区機関の課長

3.府県単位機関課長(困)

4.出先機関の長（困）
	1.本省の室長
2.管区機関の課長（特困）
3.府県機関の長
	1.本省の室長(困)

2.管区機関の部長（重）
3.府県機関の長（困）
	1.本省の課長(重)
2.管区機関の長、部長（特重）
	1.本省の課長(特重)
2.管区機関の長(重)


　※　相高－相当高度の知識、経験を必要とする、特高－特に高度の知識、経験を必要とする、困－困難な業務を処理（分掌、所掌）する、相困－相当困難な業務を処理（分掌、所掌）する、特困－特に困難な業務を処理（分掌、所掌）する、重－重要な業務を所掌する、特重－特に重要な業務を所掌する
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